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( 公 印 省 略 )    

 

 

石綿障害予防規則等の一部を改正する省令等の施行について 

 

石綿障害予防規則等の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第134号。以下

「改正省令」という。）及び改正省令による改正後の石綿障害予防規則（平成17年

厚生労働省令第21号）（以下「改正石綿則」という。）に基づく告示（以下「関連

告示」という。）を次の表のとおり公布又は告示し、及び施行することとされたと

ころである。 

省令又は告示の名称 公布日又は告示日 施行日 

石綿障害予防規則等の一部を改正する

省令（令和２年厚生労働省令第134号） 

令和２年７月１日 令和３年４月１日

（一部は令和２年

10月１日、令和４

年４月１日又は令

和５年10月１日） 

石綿障害予防規則第３条第４項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める者（令和

２年厚生労働省告示第276号） 

令和２年７月27日 令和５年10月１日 

石綿障害予防規則第３条第６項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める者等（令

和２年厚生労働省告示第277号） 

令和２年７月27日 令和５年10月１日 

石綿障害予防規則第４条の２第１項第

３号の規定に基づき厚生労働大臣が定

める物（令和２年厚生労働省告示第278

号） 

令和２年７月27日 令和４年４月１日 

石綿障害予防規則第６条の２第２項の

規定に基づき厚生労働大臣が定める物

（令和２年厚生労働省告示第279号） 

令和２年７月27日 令和２年10月１日 

 

これらの改正の趣旨、内容等については下記のとおりであるので、建築物、工作

物及び船舶の解体工事又は改修工事に関わる全ての関係者を含め、広く周知徹底を

図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。 
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調査した場合は「建築物全体」といった掲示で足りることとし、建築物

の一部の部屋を調査した場合は階数及び部屋名等の当該部屋を特定でき

る情報を掲示することで足りること。 

    ② 作業場に掲示すべき事項のうち、第３条第７項第８号に規定する事項

の概要は、様式第１号の裏面の記載内容のうち、「石綿使用の有無」の

欄及び「石綿なしと判断した根拠」の欄の記載内容と同程度の内容を掲

示することで足りること。 

    ③ 事前調査等の結果の記録を作業場に備え付けることについては、作業

を実施する労働者がいつでも記録を確認することができるようにする趣

旨で規定したものであることから、解体等の作業が行われている間は、

常に備え付けておく必要があるものであること。 

   ケ 作業計画を定めるべき作業（第４条関係） 

     第３条第１項の規定において、事前調査の対象となる作業を明確化した

ことに伴い、作業計画を定めるべき作業の規定方法を見直したものである

こと。 

   コ 事前調査の結果等の報告（第４条の２関係） 

    ① 規定の趣旨 

      事前調査を適切に行わずに解体等の作業を行った事例、吹き付けられ

た石綿等があるにもかかわらず法第88条第３項に基づく届出を行わない

まま作業を行った事例、必要な石綿ばく露防止のための措置を講じずに

作業を行った事例等が認められたことから、事業者に対して、事前調査

及び必要な石綿ばく露防止のための措置の適切な実施を促すとともに、

行政が建築物及び工作物の解体工事及び改修工事を把握し、必要な指導

を行うことができるようにすることを目的として、一戸建て住宅も含め

た建築物の解体工事の大部分及びこれと同規模の改修工事並びに水回り

の工事等の石綿等の発散のリスクが高い改修工事が対象となるよう、一

定規模以上の建築物及び特定の工作物の解体工事及び改修工事について、

石綿の使用の有無に関わらず、事前調査の結果等の報告を義務づけたも

のであること。 

      なお、船舶については、石綿等が使用されている可能性が高いものの

特定になお時間を要することから、第４条の２の報告対象には含めてい

ないこと。 

    ② 報告対象工事の基準の考え方（第１項関係） 

      建築物については、石綿等の製造等が禁止された平成18年９月１日以

降に着工したものを除き、全ての建築物に石綿等が使用されている可能

性が高いため、限定を設けずに一定規模以上の全ての建築物の解体工事

又は改修工事を報告の対象としたこと。 

      工作物については、これまでの各種調査の結果等から石綿等が使用さ
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れている可能性が高いものが特定されていることから、報告の対象とす

る工事は、石綿が使用されているおそれが高い工作物としたこと。 

      なお、建築物の改修工事及び工作物の解体・改修工事は、床面積に換

算することが困難なものがあるため、工事の請負代金の額を基準とした

こと。 

   ③ 建築物の解体工事及び改修工事の定義（第１項第１号及び第２号関係） 

      建築物の解体工事とは、建築物の壁、柱及び床を同時に撤去する工事

をいうこと。建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの

変更を加える工事であって、建築物の解体工事以外のものをいうこと。 

    ④ 請負代金の額の考え方（第１項及び第４項関係） 

      第４条の２第１項第２号及び第３号に規定する請負代金の額は、材料

費も含めた工事全体の請負代金の額であること。 

      請負代金の額は、消費税も含む額であること。 

      建築物と工作物が混在するものの解体工事又は改修工事を一括で請け

負っている場合は、次の（ア）又は（イ）のいずれか１つでも該当する

場合には報告を行わなければならないものであること。 

（ア）建築物の解体工事に係る部分の床面積の合計が80m2以上である場合 

    （イ）建築物及び工作物の両方を含めた工事全体の請負代金の額が100万円

以上である場合 

          第４条の２第４項は、同一の事業者が工事を分割して請け負

うことで報告対象とならないようにするような行為を防止するための規

定であること。 

    ⑤ 報告しなければならない事項（第２項関係） 

      報告事項のうち、第３条第７項第５号の建築物又は工作物の構造の概

要は、鉄筋コンクリート造等の主要構造に関する情報、階数や延べ床面

積等の規模に関する情報、建築物にあっては建築基準法に規定する耐火

建築物又は準耐火建築物の該当の有無を簡潔に記載すること。 

      報告事項のうち、第３条第７項第９号の厚生労働大臣が定める者であ

ることを証明する書類の写しの概要は、事前調査等を実施した者の氏名

及び講習実施機関の名称を記載すること。 

    ⑥ 報告主体（第５項関係） 

      解体工事又は改修工事は、多くの請負事業者が関わることが想定され

るが、同一の工事について、複数の事業者に別々に報告を行わせること

は効率的でないことから、当該工事の元請事業者に対し、下請事業者に

係る内容も含めて報告することを義務づけたものであること。 

    ⑦ 報告の方法 

    （ア）報告対象となる工事が非常に多いこと、報告を行う事業者の利便性

を確保する必要があること等から、厚生労働省が開発・運用する簡易
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な電子システムを利用して所轄労働基準監督署に報告しなければなら

ないこととしたこと。このため、本規定の施行日は、電子システムの

構築に必要な期間を勘案して、令和４年４月１日とされていることに

留意すること。 

    （イ）建築物と工作物が混在するものの解体工事又は改修工事を一括で請

け負っている場合は、建築物及び工作物の両方を含めた工事全体につ

いてまとめて報告を行うことで差し支えないこと。 

    （ウ）労働基準監督署に報告を行った後に、解体工事又は改修工事を進め

る過程で新たに事前調査を行っていない材料が見つかり、当該材料に

ついて改めて事前調査等を行った場合は、当該事前調査等の結果等を

追加で労働基準監督署に提出する必要があること。 

    （エ）工作物の中には、数年毎等定期的に同一の部分について修理等の改

修を行うものがあるが、平成18年９月１日以降に着工した工作物につ

いては、石綿等が使用されていないことが明らかであるにもかかわら

ず、定期的な改修の度に工事内容や着工日等について労働基準監督署

に報告させることは合理的でないことから、平成18年９月１日以降に

着工した工作物について、同一の部分を定期的に改修する場合は、改

正省令施行後の改修工事について一度報告を行えば、同一部分の改修

工事については、その後の報告は不要であること。 

   サ 作業の届出（第５条関係） 

    ① 第３条第１項の規定において、事前調査の対象となる作業を明確化し

たことに伴い、届出を行うべき作業の規定方法を見直したものであり、

届出対象を変更するものではないこと。 

    ② 改正省令第３条の規定により、これまで本規定に基づき届出の対象と

なっていた作業については、法第88条第３項の規定に基づく計画届の対

象に変更となるため、改正省令の施行後は作業の届出は不要となるが、

計画届は届出を行うべき業種が建設業及び土石採取業に限定されており、

これら以外の業種に属する事業者についても対象作業を行う場合に届出

を行わせる必要があることから、本規定を削除せずに残しているもので

あること。 

   シ 吹き付けられた石綿等及び石綿含有保温材等の除去等に係る措置（第６

条関係） 

    ① 隔離等の措置の対象作業（第１項関係） 

      建築物又は船舶に吹き付けられた石綿等の除去の作業を行う場合には、

石綿等の粉じんの発生量が多いことから、隔離等の措置を講じることを

義務づけているが、工作物に吹き付けられた石綿等の除去の作業につい

ても、同様に石綿等の粉じんの発生が想定される。また、労働者の就業

場所における吹き付けられた石綿等が損傷、劣化等により石綿等の粉じ
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